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○お問い合わせ・ご相談は、 

北海道経済部産業振興局環境・エネルギー室 省エネ・新エネグループ  

〒０６０－８５８８ 札幌市中央区北３条西６丁目 

ＴＥＬ ０１１－２０４－５３１９（直通） ＦＡＸ ０１１－２２２－５９７５ 

ホームページ http://www.pref.hokkaido.lg.jp 



Ⅰ 補助対象事業の概要 

１ 目的 

   戦略的省エネ促進事業費補助金は、民間活力の活用や道民の自主的な活動を支援する

ことにより、省エネ促進の加速化を図ることを目的としています。 

 

２ 補助対象者 

   補助対象者は、次のいずれかに該当される方です。 

 （１）省エネ技術等導入可能性調査事業（節電を含む） 

    道内に主たる事務所又は事業所を有する法人（ＮＰＯを含む） 

 （２）省エネ技術等導入普及啓発事業（節電を含む） 

ア 道内に主たる事務所又は事業所を有する法人の業界団体 

イ 道内に主たる事務所又は事業所を有する法人（ＮＰＯを含む）の複数法人による 

共同体 

 

 ３ 補助対象事業 

 （１）省エネ技術等導入可能性調査事業（節電を含む） 

    モデル性の高い省エネ技術等の導入可能性に関する調査事業 

＜対象事業例＞ 

○電力需要監視装置を活用した飲食店のエネルギーの見える化 

○ヒートポンプを活用した農業用ハウスの省エネ化可能性調査 

○製造業における排熱の有効活用など、省エネ技術の活用可能性調査 

 

     ※導入可能性調査事業の段階（下の図の３の段階です） 

       ４ 

                    ３ 

 

              ２ 

    

   ○事業計画の策定 

１ ○事業実施可能性調査 

エネルギー資源確保 

コスト分析 

法規制の調査 

        など 

投資計画 

運転計画 

資金確保 

    など 

 

○事業実施体制 

エネルギー供給者と

利用者の確保 

○大まかな計画案 
○地域の研究会 

や学習会など 

 

実施体制の 

整備段階 

事業計画 

作成段階 

事 
 

業 
 

実 
 

施 

事業可能性 

調査段階 

事業の研究 

学習段階 



（２）省エネ技術等導入普及啓発事業（節電を含む） 

全道的な普及啓発の観点からの省エネ技術等の普及啓発事業 

＜対象事業例＞ 

○業界団体が主催した当該業界の企業に対するセミナーの開催 

○複数企業のコンソーシアムが主催した省エネ技術現地見学会の開催 

 

４ 補助対象事業の条件 

（１）省エネ技術等導入可能性調査事業（節電を含む） 

    ・道内事業者による省エネ技術等、効果的・効率的な活用であること 

・省エネ効果の高いものであること 

    ・モデル性が高く、道内への波及効果が高いと見込まれること 

（２）省エネ技術等導入普及啓発事業（節電を含む） 

    ・道内における省エネ技術等を活用したものであること  

    ・全道規模で計画的に実施する事業であること 

・省エネ診断や導入相談などについて、人材派遣などにより対応が可能であること 

 

５ 補助対象経費、補助率及び限度額など 

補助対象事業 補助対象経費 補助率 限度額 

省エネ技術等

導入可能性調

査事業 

報償費、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、

委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、原材料費、

備品購入費、その他知事が特に必要と認めた経費 

１/２ 

以内 

３００万円 

省エネ技術等

導入普及啓発

事業 

報償費、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、

委託料、使用料及び賃借料、賃金、その他知事が特

に必要と認めた経費 

１/２ 

以内 

３００万円 

 

 

Ⅱ 補助申請等の流れ 

 １ 事業計画書の提出 

   補助金の交付を希望される場合は、「戦略的省エネ促進事業 事業計画書（別記第１号

様式又は別記第２号様式）」に添付書類を添えて、知事に提出してください。 

   事業計画書（別記第１号様式又は別記第２号様式）の提出先及びお問い合わせ先は、

次のとおりです。 

  ○事業計画書の提出先及びお問い合わせ先  



北海道経済部産業振興局環境・エネルギー室 省エネ・新エネグループ 

〒０６０－８５８８ 札幌市中央区北３条西６丁目 

ＴＥＬ ０１１－２０４－５３１９（直通） 

ＦＡＸ ０１１－２２２－５９７５ 

 

 ２ 事業計画の認定 

   道では、審査委員会による審査を経て選考された事業計画を認定し、認定された事業

計画の提出者に通知します。 

但し、認定の通知にあたっては、必要に応じ、条件を付す場合等があります。 

 

 ３ 補助金等交付申請書の提出 

   認定された事業計画の提出者は、別に指定する期日までに補助金等交付申請書を提出

してください。 

道において、内容審査の上、後日、補助金交付決定の指令書を送付します。 

 

４ 補助対象事業の変更、中止など 

  補助金の交付決定後、次のような事態が生じた場合、速やかに報告してください。 

（１）補助対象事業の内容又は経費（経費の配分を含む。）を変更する場合 

（２）補助対象事業を中止又は廃止する場合 

（３）補助対象事業が予定期間内に完了しないなどの場合 

※報告がなかった場合、補助金の交付決定を取り消す場合があります。 

 

５ 補助金の額の確定 

  補助対象事業完了後に提出していただく実績報告書の審査及び現地調査の結果、補助

事業が適正に遂行されていると認められた場合、補助金の額を確定し、補助金を支払い

ます。 

 

６ 事業実施状況報告書の提出 

  事業完了後５年間、別途指定する報告書により、道に報告する必要があります。 

 

Ⅲ 補助対象事業実施に当たっての留意事項 

１ 補助金交付申請予定額の減額 

事業計画を認定する際に、補助対象経費の精査や予算の状況等により、補助金交付申

請予定額を減額する場合があります。 

 



２ 適正な執行（補助金返還） 

補助金の利用にあたっては、適正な事業執行、会計処理を行ってください。不正行為 

が行われた場合、補助金の返還を求めることになります。 

３ 補助対象事業の公表 

補助対象事業名、申請者名、所在市町村名、事業費、補助金額、事業概要等について、 

道のホームページなどで公表します。 

 

Ⅳ 補助対象事業の経理処理 

 １ 帳簿などの記録、管理、保存 

   補助対象事業の経費の収支を明確にするため、補助対象事業専用の帳簿（補助簿）や

預金通帳を用意する等、一般の経理と分離して整理してください。 

   また、補助対象事業に係る経理について、事実を明確にした証拠書類を整理し、補助

事業終了後５年間、保存してください（証拠書類で補助対象経費が確認できない場合、

補助対象外となります）。 

証拠書

類の例 

見積書、契約書、請書、納品書、請求書、領収書、仕様書、注文書、賃金

台帳、雇用契約書、旅行命令・依頼書、作業日報、など 

 

２ 補助金の支払時期 

  補助金は補助対象事業完了後の精算払いとなります。 

 

３ 消費税及び地方消費税、振込手数料の取扱い 

  補助金交付申請時において、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場合

には、これを減額して申請を行ってください。 

  また、振込手数料は補助対象になりませんので、留意してください。 

 

 

４ 報償費について 

  専門家の指導を受ける場合は委嘱状を作成することとし、指導等を受けた場合は指導

記録等を作成してください。 

また、謝金について源泉徴収を行い、補助事業者が所轄税務署への納付を行い、証拠 

書類を保管してください。 

 

５ 旅費について 

  旅費明細書、利用明細が明記された領収書等を保管してください。 

 



６ 消耗品費について 

切手、封筒、コピー用紙等をまとめ買いする場合、受払簿を作成し、使用状況を記録 

してください。 

 

７ 印刷製本費について 

パンフレットやＤＶＤ等を作成した場合、配布先及び配布部数を整理した資料を作成 

してください。 

 

 ８ 備品購入費について 

（１）補助対象物件の検収及び「戦略的省エネ促進事業費補助金」の表示が必要です。 

（２）取得価格が５０万円以上の備品購入については、２者以上から見積書を徴収し、見

積合わせを行ってください。 

（３）取得財産の管理及び処分について、補助対象事業により取得若しくは効用の増加し

た財産については、「処分制限財産台帳」を設け、事業完了後においても善良なる管理

者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運営を図らなけ

ればなりません。補助金の目的に反して使用、あるいは、譲渡、交換、貸し付け、担

保に供しようとする場合、あらかじめ知事の承認を受けなければなりません。 

 

９ 賃金について 

  作業時間と作業内容をまとめた作業日報を作成してください。 

 

10 コンソーシアムの場合の留意事項について 

   道への補助金交付申請や実績報告書提出の時には、構成員の過半数が出席する会議を

開催し、議事録を作成してください。 

 

 

Ⅴ 審査委員会 

１ 事業計画の審査選考 

（１）提出いただいた事業計画書等について、道において不明点の確認を行います。 

（２）事業計画の認定を行うための審査機関である「戦略的省エネ促進事業計画認定審査 

委員会」において、事業計画のヒアリング及び審査を行い、認定が適当と認められる 

事業計画を選考します。 

 （３）知事は、審査委員会の選考結果に基づき、予算の範囲内で、補助事業の対象となる

事業計画を認定し、通知します。審査結果に関するお問い合わせには応じられません

ので、あらかじめご了承ください。 



２ 審査項目 

事業計画は、次の審査項目について審査委員会で審査選考されます。 

（１）省エネ技術等導入可能性調査事業（節電を含む） 

    ・道内事業者による省エネ技術等であり、効果的・効率的な活用であること 

・省エネ効果の高いものであること 

    ・モデル性が高く、道内への波及効果が高いと見込まれること        

（２）省エネ技術等導入普及啓発事業（節電を含む） 

    ・道内における省エネ技術等を活用したものであること 

    ・全道規模で計画的に実施する事業であること 

・省エネ診断や導入相談などについて、人材派遣などにより対応が可能であること 

 

Ⅵ スケジュール 

１ 募集（事業計画書の受付）  ５月２２日（金）午後５時まで  

２ 審査委員会（ヒアリング）  ５月下旬～６月上旬 

３ 事業計画の認定・通知    ６月上旬～６月中旬 

 ４ 補助金の交付申請・交付決定 認定通知後順次 

 ５ 補助事業の事業期間     ７月～平成２８年２月２９日 

※ 補助事業の着手は、補助金の交付決定後を原則とします。但し、特別な理由（実施時

期の遅延により事業効果が損なわれる場合など）がある場合は、申請により交付決定前

の着手（指令前着手）を認めることがありますので、事前に相談してください。 

  なお、交付決定の前に指令前着手が認められた場合でも、補助金の交付が保証される

ものではないので、あらかじめご理解ください。 

 

Ⅶ 提出書類 

 １ 事業計画書提出時 

（１）戦略的省エネ促進事業 事業計画書（別記第１号様式又は別記第２号様式） 

 （２）直近の財務諸表（損益計算書、貸借対照表）  

    コンソーシアム協定書の写し ※コンソーシアムの場合のみ 

 

 

 

 

  

 

 



２ 補助金交付申請時 

（１）補助金等交付申請書（経済第１号様式） 

（２）事業計画書（経済第２号様式） 

（３）補助金等交付申請額算出調書（経済第７号様式） 

（４）経費の配分調書（経済第１０号様式） 

（５）事業予算書（経済第１１号様式） 

（６）資金収支計画書（経済第２３号様式） 

（７）その他別に指示する書類 

 

３ 補助対象事業実施時（必要が生じた場合） 

（１）補助事業等変更承認申請書（経済第１２号様式） 

（２）補助事業等中止（廃止）承認申請書（経済第１４号様式） 

（３）補助事業等執行遅延（不能）報告書（経済第１５号様式） 

 

４ 補助対象事業完了時（補助対象事業完了後３０日以内若しくは平成２７年３月１０日

のいずれか早い日までに提出） 

（１）補助事業等実績報告書（経済第１９号様式） 

（２）事業実績書（経済第２号様式） 

（３）経費の配分調書（経済第１０号様式） 

（４）補助金等精算書（経済第２０号様式） 

（５）事業精算書（経済第２２号様式） 

（６）処分制限財産台帳の写し 

（７）その他別に指示する書類 

 

５ その他（必要が生じた場合） 

  消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書 

 

６ 補助対象事業完了後（事業完了後５年間） 

  事業実施状況報告書 


